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 鴨川市中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金交付要綱を次のように定める。 

  令和７年７月 28日 

 

                            鴨川市長 佐々木 久之 

 

鴨川市告示第 119 号 

   鴨川市中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、電力・ガス等のエネルギー価格高騰の影響を受けている中小企業者

である会社又は個人事業者の負担を軽減するため予算の範囲内において交付する鴨川市

中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金（以下「市支援金」という。）に関し、鴨川市

補助金等交付規則（平成17年鴨川市規則第 47号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (１) 中小企業者である会社 中小企業基本法（昭和 38年法律第 154号）第２条第１項

に規定する中小企業者である会社（農業（畜産業を含む。以下同じ。）、林業及び漁

業に属する事業を主たる事業として営む会社を除く。）をいう。 

 (２) 個人事業者 次のア又はイのいずれかに該当する個人をいう。 

  ア 個人で創業し、主たる収入を事業所得（農業、林業及び漁業に係る所得を除く。）

で確定申告をした者 

  イ 雇用契約によらない業務委託契約等に基づく事業収入（農業、林業及び漁業に係

る収入を除く。）を主たる収入として、雑所得又は給与所得で確定申告をした者（被

雇用者及び被扶養者を除く。） 

 （交付対象者） 

第３条 市支援金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、次に

掲げる要件の全てを満たす中小企業者である会社又は個人事業者とする。 

 (１) 市支援金の交付申請時において、市内に本店若しくは主たる事業所又は住所を有

していること。 

 (２) 令和６年 12月 31 日以前に事業（農業、林業及び漁業に属する事業を除く。以下

「対象事業」という。）を市内で開始し、市支援金の交付申請時において対象事業を

市内で継続して実施し、引き続き対象事業を実施する意思を有していること。 

 (３) 次条の対象経費の実支出額が３万円に対象事業を実施した月数を乗じて得た額以

上であること。ただし、令和６年７月２日から同年 12月 31 日までに対象事業を開

始した中小企業者である会社にあっては、次条第１号ただし書に規定する対象経費

の実支出額が３万円に令和６年に対象事業を実施した月数を乗じて得た額以上であ

ること。 

 (４) 鴨川市飼料高騰重点支援金交付要綱（令和７年鴨川市告示第 120 号）に基づく鴨

川市飼料高騰重点支援金の交付の対象でないこと。 

 (５) 事業の内容が公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがないこと。 

 (６) 事業を営むに当たって関係する法令及び条例等を遵守していること。 
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２ 前項の規定にかかわらず、市支援金の交付を受けようとする者が次の各号のいずれか

に該当するときは、交付対象者としない。 

 (１) 宗教上の組織又は団体 

 (２) 政治団体 

 (３) 市支援金の趣旨及び目的に照らして市支援金の交付が適当でないと市長が認める

者 

３ 第１項の規定にかかわらず、市支援金の交付を受けようとする者（中小企業者である

会社にあっては、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに

準ずる者、相談役、顧問その他の実質的に当該中小企業者である会社の経営に関与して

いる者又は当該中小企業者である会社の業務に係る契約を締結する権限を有する者をい

う。以下同じ。））が次の各号のいずれかに該当するときは、交付対象者としない。 

 (１) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

 (２) 次のアからウまでのいずれかに該当する行為（イ又はウに該当する行為であって、

法令上の義務の履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）をした者

（継続的に又は反復して当該行為を行うおそれがないと認められる者を除く。） 

  ア 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える目的で、情を

知って、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する

暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員を利用する行為 

  イ 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなることを知りながら、

暴力団員又は暴力団員が指定した者に対して行う、金品その他の財産上の利益若し

くは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 

  ウ 市の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他の契約の相手方

（中小企業者である会社にあっては、その役員等）が暴力団員であることを知りな

がら、当該契約を締結する行為 

 (３) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 （対象経費） 

第４条 支援の対象とする経費（以下「対象経費」という。）は、次の各号に掲げる交付対

象者の区分に応じ、当該各号に定める経費とする。 

 (１) 中小企業者である会社 令和６年７月１日から令和７年６月 30 日までの間の日

を決算日とする確定申告等で申告した対象事業に係る経費のうち、電気、ガス、ガ

ソリン、軽油、灯油及び重油に係る経費。ただし、令和６年７月２日から同年 12

月 31日までに対象事業を開始した場合にあっては、令和６年中における電気、ガス、

ガソリン、軽油、灯油及び重油に係る経費とする。 

 (２) 個人事業者 令和６年 12月 31 日を決算日とする確定申告等で申告した対象事業

に係る経費のうち、電気、ガス、ガソリン、軽油、灯油及び重油に係る経費 

 （市支援金の額等） 

第５条 市支援金の額は、対象経費の実支出額に 100 分の 10を乗じて得た額（1,000 円未

満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、18万円を限度とする。 

２ 市支援金の交付は、交付対象者１件につき１回とする。 

 （交付の申請） 

第６条 規則第３条の規定により市支援金の交付を申請しようとするときは、令和８年１
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月 30日までに、鴨川市中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金交付申請書（別記第１

号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (１) 誓約書兼同意書（別記第２号様式） 

 (２) 対象経費の実支出額が確認できる書類（確定申告におけるエネルギー関連費の額

を証する書類、決算書等の写し） 

 (３) 中小企業者である会社にあっては、履歴事項全部証明書 

 (４) 個人事業者にあっては、本人であることを確認できる書類 

 (５) 第２条第２号イに該当する個人事業者にあっては、健康保険証の写し及び業務委

託契約等に基づく事業収入があることを確認できる書類 

 (６) 令和６年２月１日から同年 12月 31 日までに事業を開始した個人事業者にあって

は、開業届の写し 

 (７) その他市長が必要と認める書類 

 （交付の決定等） 

第７条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、規則第４条の規定により市支援金

の交付の可否を決定し、鴨川市中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金交付（不交付）

決定通知書（別記第３号様式）により、申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知が市支援金の交付を決定するものであるときは、当該通知に定

める市支援金の額は、規則第 14条の規定により確定した市支援金の額とし、当該通知を

もって同条に規定する通知があったものとみなす。 

 （交付の請求） 

第８条 規則第 15条の規定により市支援金の交付を請求しようとするときは、市長が定め

る日までに、鴨川市中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金交付請求書（別記第４号

様式）を市長に提出しなければならない。 

 （報告及び立入調査） 

第９条 市長は、必要があると認めるときは、市支援金の交付の決定をした者に対し、報

告及び立入調査を求めることができる。 

 （返還請求） 

第 10条 市長は、偽りその他不正の手段により市支援金の交付を受けた者に対し、市支援

金の返還を求めるものとする。 

 （その他） 

第 11条 この告示に定めるもののほか、市支援金の交付に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

 （失効） 

２ この告示は、令和８年３月 31日限り、その効力を失う。ただし、同日までに規則第４

条の規定による交付の決定がされた市支援金については、第８条から第 10条までの規定

は、同日後も、なおその効力を有する。 



別　記

　第１号様式（第６条関係）

（宛て）

　鴨川市長

申請者

１ 申請者の情報

※ 業種区分番号は、裏面の「４　業種区分番号」から当てはまる業種の番号を記入してください。

２ 対象経費の実支出額及び交付申請額

※１

※２

※３

氏名

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

フリガナ

対象経費の実支出額(※１・２)

（「３対象経費の内訳」の③の額）

所属部署

電話番号

　対象経費の実支出額は、確定申告等で申告した対象事業に係る経費のうち、電気、ガス、ガソリン、
灯油、軽油及び重油に係る実支出額であること。

　　　年　　　月　　　日

円 円

生年月日

令和　 年　 月　 日 ～ 令和　 年　 月　 日

　対象経費の実支出額は、３万円に対象事業を実施した月数を乗じて得た額（令和６年７月２日から同年12
月31日までに対象事業を開始した中小企業者である会社にあっては、令和６年中における対象経費の実支出額
が３万円に令和６年に対象事業を実施した月数を乗じて得た額）以上であること。

円

電話番号 令和６年　 月　 日
開業年月日（令和６年中に
設立・開業した方のみ記入）

選
択

法人番号
□中小企業者
　である会社

鴨川市中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金交付申請書

記

フリガナ

　鴨川市中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金の交付を受けたいので、鴨川市補助金等交付規則第３条の規定
により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

本
店
又
は
主
た
る

事
業
所
の
情
報

基本情報

名称
(屋号)

氏名

（法人にあっては、所在地並びに名称及び代表者の氏名）

住所

フリガナ

住所

郵便番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　交付申請額は、1,000円未満の端数を切り捨てた額とし、18万円を限度とすること。

交付申請額（※３）

＝×10％

□個人事業者

申請者の種別

資本金
（又は出資の総額）

担
当
者

業種区分
番号

（※）

常時使用す
る従業員数

対象となる
事業年度

人

印

－ 4 －



３

※対象経費の算定

○「水道光熱費」に係る経費の算定 （円）

○「水道光熱費以外」に含まれるガソリン・灯油・軽油・重油代の内訳 （円）

４ 業種区分番号

５ 添付書類

(1)
(2)

(3)
(4)
(5)

(6)
(7)

「水道光熱費」以外に含まれるガ
ソリン、灯油、軽油及び重油に係
る経費の実支出額

対象経費の実支出額

確定申告関係書類又は
決算書の経費の科目

ガソリン・灯油・軽油・重油
の種別

金額

②合計（上表②に転記）

「水道光熱費」に含まれる電
気、ガス、ガソリン、灯油、軽
油及び重油に係る経費の実支出
額

①鉱業、採石業、砂利採取業　　　    ②建設業　　　　　　　　　　　　　 ③製造業
④電気・ガス・熱供給・水道業　　    ⑤情報通信業　　　　　　　　　　　 ⑥運輸業、郵便業
⑦卸売業　　　　　　　　　　　　    ⑧小売業　　　　　　　　　　　　　 ⑨金融業、保険業
⑩不動産業、物品賃貸業 　　　　     ⑪学術研究業,専門・技術サービス業　⑫宿泊業
⑬飲食業　　　　　　　　　　　　    ⑭生活関連サービス業、娯楽業　　 　⑮教育業、学習支援業
⑯医療業　　　　　　　　　　　　    ⑰福祉業　　                       ⑱複合サービス業
⑲サービス業(他に分類されないもの)　⑳分類不能の産業

円 円  ③

Ａ　水道光熱費

対象経費の内訳（確定申告関係書類又は決算書における対象経費）

Ｂ　水道光熱費（Ａ）に
含まれている水道代

金額（Ａ－Ｂ）
（上表①に転記）

①

　誓約書兼同意書（別記第２号様式）
　対象経費の実支出額が確認できる書類（確定申告におけるエネルギー関連費の額を証する書類、決算
書等の写し）
　中小企業者である会社にあっては、履歴事項全部証明書
　個人事業者にあっては、本人であることを確認できる書類
　要綱第２条第２号イに該当する個人事業者にあっては、健康保険証の写し及び業務委託契約等に基づ
く事業収入があることを確認できる書類
　令和６年２月１日から同年12月31日までに事業を開始した個人事業者にあっては、開業届の写し
　その他市長が必要と認める書類

＋ ＝ 円 ①  ②

－ 5 －
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第２号様式（第６条関係） 
 

誓約書兼同意書 
 
 私は、鴨川市中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金の交付申請に当たり、下記の事
項について、誓約及び同意します。 
 誓約した内容と事実が相違することが判明した場合には、当該支援金の交付を受けられ
ないこと及び返還に応ずることに異議ありません。また、これにより生じた損害について
は、当方が一切の責任を負うものとします。 
 
 

記 
・下記事項を確認し、□にチェックを入れてください。 

□ 支給要件を満たしていること。また、申請内容及び提出書類に虚偽がないこと。 

□ 

令和６年 12 月 31 日以前に事業（農業、林業及び漁業に属する事業を除く。以下

同じ。）を開始し、申請時点で市内において事業を営んでおり、今後も本市で事

業を継続する意思を有していること。 

□ 
暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者が運営に関与

していないこと。 

□ 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）

に規定する性風俗関連特殊営業又は当該営業に係る接客業務受託営業を行う事業

性風俗関連特殊営業の事業でないこと。 

□ 宗教活動又は政治活動を目的としている事業でないこと。 

□ 公序良俗に反する事業でないこと。 

□ 
市が支援金の審査を行うに当たり、必要な調査の実施及び資料の提出の求めに応

じること。 

□ 
市が必要と認める場合は、申請に関わる個人情報について、庁内関係課及び千葉

県警察本部等の他の官公庁へ提供すること。 

 
 
                            令和  年  月  日 
 
 
  鴨川市長 
 
 
        （申請者） 
             住所                        
                

 
             氏名                        
                  
 
         代表者職氏名                      ㊞ 
 

（法人にあっては、所在地並びに名称及び代表者の職氏名） 
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 第３号様式（第７条関係） 

 

第     号  

年  月  日  

 

鴨川市中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金交付（不交付）決定通知書 

 

            様 

 

                        鴨川市長          印  

 

 

     年  月  日付けで申請のあった鴨川市中小企業等エネルギー価格高騰対

策支援金について、鴨川市補助金等交付規則第４条の規定により下記のとおり決定した

ので通知します。 

 

記 

 

１ 交付決定額           円 

  交付条件 

 

２ 不交付 

  理由 
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 第４号様式（第８条関係） 

  年  月  日  

 

鴨川市中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金交付請求書 

 

（宛て） 

 鴨川市長 

 

請求者  住所 

氏名            ㊞ 

法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名 

 

 

     年  月  日付け     第  号をもって額の決定のあった鴨川市中

小企業等エネルギー価格高騰対策支援金について、鴨川市補助金等交付規則第 15 条の規

定により、下記のとおり請求します。 

記 

 

１ 請求額           円 

２ 振込先 

金融機関名   本店・支店  

口座種別  普通・当座  

口座番号   
フリガナ   
口座名義人   

 


